
公的研究費等の不正防止計画 

 

公益財団法人東洋文庫（以下「文庫」という。）において、公的研究費等の適正な利用を

徹底するための基本方針として、平成 19年 2月 15日文部科学大臣決定「研究機関におけ

る公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（令和 3年 2 月 1日改正）におい

て要請されている「不正防止計画」を策定し、以下の内容について、完全遂行できる措置を

講じていくものである。 

 

１．不正防止のための管理及び運営体制の整備 

本計画制定をもとに、公的研究費の不正防止に向けた管理及び運営体制を整備し、不正防

止計画を策定する。 

２．不正防止のための適正な管理・運営の実施 

以下の項目を中心に、速やかに実施する。 

（１）意識の向上 

研究者の行動規範等を策定し、周知説明するとともに、公的研究費等の運営・管理に

関わる全ての構成員を対象に、関係ルールを遵守する旨の誓約書の提出を求める。コン

プライアンス教育、および啓発活動を実施し、不正を起こさせない組織風土の形成のた

め、構成員に対する意識の向上と浸透を図る。 

（２）物品等の検収体制の見直し 

文庫に納入される物品の検収は、原則として全て事務職員が実施するよう体制を構

築する。 

なお、研究者発注で、納入業者が直接研究者へ納品する場合には、当該部の事務職員

による現物検収を実施し、後に会計課職員が現状確認を行う体制を構築する。 

（３）責任体系の明確化 

公的研究費等の運営・管理に関わる責任体系を明確化するため、規程を制定し、速や

かに文庫のホームページにおいて公表する。 

（４）謝金の事実確認の強化 

大学院生等の従事者の出勤簿の無作為抽出による勤務状況の事実確認を不定期に実

施するなど強化するとともに、業務内容等について本人から直接確認することとする。 

（５）不正の通報・告発での調査結果認定以後の整備 

不正の通知・告発受け入れによる調査結果に基づく認定以後における不服の申し立

ての方法、処分の内容等の整備を実施し、実際に起こりうるケースの想定に基づき、通

報者の保護も含めて、適正に行えるように整備する。 

なお、それに伴い、コンプライアンス委員会での業務も見直し、同様に整理し、周知

する。 

 



（６）内部監査、モニタリングの実施策の見直し、強化 

内部監査等を定期的に行い、適正な事務処理の執行に努めるための詳細な実施方法

の見直し、検討を行い、実施後において問題点等が認められれば、適正となるよう、見

直し等を行う。 

監事及び会計監査人との連携を強化し、必要な情報提供等を行うとともに、機関にお

ける不正防止に関する内部統制の整備・運用状況や、モニタリング、内部監査の手法、

競争的研究費等の運営・管理の在り方等について定期的に意見交換を行う。 

（７）旅費の迅速な処理と実費支出の実施 

旅費については、原則、事後の実費精算とし、実際にかかった領収書による支出とす

るが、研究員が直接支払いに関与する機会を削減するため、旅行業者への業務委託を積

極的に実施する。旅行業者の選定にあたっては、特定の業者への過度の集中を避けると

ともに、意識的にコスト削減に取り組む。 

（８）研究費の管理、使用ルール等の統一と周知の徹底 

説明会の実施やマニュアルの作成、文庫ホームページの活用等により、研究費の管理

や使用ルールの周知徹底や相談体制を図り、適正に研究費を使用する。 

３．今後の不正防止計画の見直しについて 

上記事項を整備しつつ、次年度に備えた問題点の整理とその改善方策について、コンプラ

イアンス委員会、防止計画推進部署及び内部監査部署との連携により策定する。 
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